
令和５年度 地域再生マネージャー事業（ふるさと再生事業）実施要綱 

 

（目的） 

第１条 地域再生マネージャー事業（ふるさと再生事業）（以下「本事業」という。）は、一般財団

法人地域総合整備財団（以下「財団」という。）が地域再生に取り組む市町村等に対して助成金を

交付することにより地域再生を促進し、地方創生に資するよう活力と魅力ある地域づくりを支援

することを目的とする。 

 

（助成対象団体） 

第２条 本事業の対象となる団体は次の各号のいずれかに該当するものとする。 

（１）市町村（特別区を含み、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項の

指定都市を除く。） 

（２）複数の市町村が共同で事業を実施する場合は、当該事業を代表する団体（広域連合等地方自

治法に基づく団体が実施する場合にあっては当該団体） 

 

（助成金） 

第３条 財団は、市町村等が地域再生に取り組もうとする際の課題への対応について、その課題に

対応できる知識やノウハウ等を有する地域再生マネージャー等の外部の専門的人材（以下「外部

専門家」という。）を活用する場合、予算の範囲内において市町村等に助成金を交付する。 

 

（助成対象事業） 

第４条 本事業の対象となる事業（以下「助成対象事業」という。）は、次の各号のすべてに該当す

るものとする。 

（１）地域の課題解決に向け、住民が主体となった持続可能な仕組みや体制の構築を目指すもので

あること。 

（２）地域資源等を活用したビジネスを創出することを目指すものであること。 

（３）助成対象事業に係る助成金等を国、独立行政法人、他の公益法人等から受けないものである

こと。 

  

（助成対象経費） 

第５条 本事業の対象となる経費（以下「助成対象経費」という。）は、次の各号のいずれかに該当

するものとする。 

（１）外部専門家の活用に関する経費 

外部専門家の人件費（謝金を含む。）及び旅費とする。 

（２）その他経費 

旅費、委託料、会議費、印刷製本費、広告宣伝費、原材料費、消耗品費、通信運搬費その他

の助成対象事業を実施するために必要となる経費（消費税及び地方消費税を含む。）とする。た

だし、個々の経費が高額になる場合や、耐用年数が 1年以上の物品を購入する予定がある場合

は、事前に財団の了解を得るものとする。 

 



（助成額） 

第６条 助成金の額は、それぞれ次の各号に掲げるものとする。 

（１）第２条第 1 号に規定する団体に交付する助成金の額は、助成対象経費の３分の２以内とし、

１事業当たり７００万円を限度とする。 

（２）第２条第２号に規定する団体に交付する助成金の額は、助成対象経費の３分の２以内とし、

１事業当たり１，０００万円を限度とする。 

 

（助成対象期間） 

第７条 助成の対象となる期間は、令和５年４月１日から令和６年２月２０日までとする。 

 

（助成金交付申請） 

第８条 助成金の交付を受けようとする市町村等は、次の各号に掲げる書類を、財団に直接提出し、

その旨を都道府県にも報告するものとする。 

（１）地域再生マネージャー事業（ふるさと再生事業）助成金交付申請書（別記様式第１） 

（２）地域再生マネージャー事業（ふるさと再生事業）実施計画書（別記様式第２） 

（３）その他事業の内容を説明する補足資料（様式自由） 

２ 第２条第２号に規定する団体は、前項に掲げる書類に加え、次の各号に掲げる書類を、財団に

直接提出するものとし、その旨を都道府県にも報告するものとする。ただし、広域連合等地方自

治法に基づく団体が実施する場合にあっては、当該団体の規約を提出することで省略できるもの

とする。 

（１）地域再生マネージャー事業（ふるさと再生事業）代表申請書（別記様式第３） 

（２）地域再生マネージャー事業（ふるさと再生事業）実施同意書（別記様式第４） 

３ 申請期間は、令和４年１１月１日から令和４年１２月１２日までとする。 

４ 財団は、必要に応じて追加募集を実施することができる。 

 

（助成金交付決定） 

第９条 財団は、申請書類の提出があったときは、申請内容を審査し、また必要に応じ現地調査を

行い、助成金を交付する市町村等を決定し、当該市町村等に助成金交付決定を通知するものとす

る。 

２ 財団は、市町村等に直接通知するものとし、その旨を都道府県にも報告するものとする。 

３ 市町村等は、申請した事業内容等について、財団からの求めに応じて適宜説明を行うものとす

る。 

 

（中間報告） 

第１０条 前条の助成金交付決定通知を受けた市町村等（以下「採択団体」という。）は、地域再生

マネージャー事業（ふるさと再生事業）中間報告書（別記様式第５）を財団が指定する日までに

提出するものとする。 

２ 前項の報告のほか、財団は、採択団体に対して助成対象事業の進捗状況等の報告を求めること

ができるものとし、採択団体は、財団からの求めに応じて適宜報告するものとする。 

 



 

（実績報告及び助成金交付請求） 

第１１条 採択団体は、次の各号に掲げる書類を、財団に直接提出するとともに、その旨を都道府

県にも報告し助成対象事業の実績報告及び助成金の交付請求を行うものとする。 

（１）地域再生マネージャー事業（ふるさと再生事業）実績報告書（別記様式第６） 

（２）地域再生マネージャー事業（ふるさと再生事業）助成金交付請求書（別記様式第 7） 

（３）助成対象経費に係る証票（請求書、領収書、契約書など）の写し 

（４）事業の成果を説明する補足資料（様式自由） 

２ 前項各号に掲げる書類は財団が指定する日までに提出するものとする。 

 

（助成金の支払） 

第１２条 財団は、前条に掲げる書類の提出があった場合、これを審査し、また必要に応じ現地調

査を実施し、適正と認めた場合には、助成金の額を確定し、令和６年３月３１日までに助成金を

採択団体に交付するものとする。 

２ 財団は、助成金の概算払いは行わないものとする。 

 

（事業の変更） 

第１３条 採択団体は、第９条の助成金交付決定通知を受けた後、助成対象事業の内容変更、遅延、

中止等が生じた場合には速やかに財団と協議し、地域再生マネージャー事業（ふるさと再生事業）

変更申請書（別記様式第８）を、財団に直接提出するとともに都道府県にも報告するものとする。 

２ 財団は、前項の地域再生マネージャー事業（ふるさと再生事業）変更申請書の提出があった場

合には、その内容を審査しその結果を、採択団体に直接通知するとともに都道府県にも報告する

ものとする。 

 

（助成金交付決定の取消） 

第１４条 財団は、採択団体が助成対象事業を中止した場合、助成対象事業以外の用途に助成金が

使用されたことが明らかになった場合など助成することが適切でないと判断した際には、助成金

の交付決定を取り消すものとする。 

 

（助成金の返還） 

第１５条 前条に該当し、助成金の交付決定を取り消された場合、当該採択団体は既に交付を受け

た助成金があるときは、これを財団に返還しなければならない。 

 

（市町村の責務） 

第１６条 採択団体は、助成対象事業に係る経理について、その収支の事実を明確にした証拠書類

を整理し、助成対象事業完了後５年間保存するものとする。 

２ 採択団体は、助成対象期間終了後も財団による当該助成対象事業に関する調査に協力する義務

を負うものとする。 

 

 



（情報公開） 

第１７条 財団は、助成金の交付決定後、採択団体名、事業名、その取組内容及び成果について広

く一般に公開できるものとする。 

 

（法令遵守） 

第１８条 採択団体は、法令等を遵守し、誠実に本事業に係る業務を行うものとする。 

 

（その他） 

第１９条 この要綱に定めるもののほか、本事業の実施にあたり必要な事項は、別に定める。 

  



（別記様式第１） 

第         号  

令和  年  月  日  

 一般財団法人地域総合整備財団 

 理事長           様 

 

                                                団体名                         

団体長名          印  

 
地域再生マネージャー事業（ふるさと再生事業）助成金交付申請書 

 
  地域再生マネージャー事業（ふるさと再生事業）の助成金の交付を受けたく、令和５年度地
域再生マネージャー事業（ふるさと再生事業）実施要綱８条の規定に基づき、下記のとおり申
請します。 

 
記 

 
１．事業名                                    
 
２．助成金申請額                              千円 
 
３．予算措置（該当にレ点） 

□令和５年度当初予算 
  □令和５年度  月補正予算 
  □その他（具体的に：                           ） 
 
４．申請団体区分（該当にレ点） 

□Ａ単独で事業に取り組む市町村 
□Ｂ複数の市町村が共同で取り組む事業を代表する団体 
（広域連合等地方自治法に基づく団体を含む） 

 
５．添付資料   

①地域再生マネージャー事業（ふるさと再生事業）実施計画書（別記様式第２） 
②その他事業の内容を説明する補足資料（様式自由） 
③地域再生マネージャー事業（ふるさと再生事業）代表申請書（別記様式第３） 
④地域再生マネージャー事業（ふるさと再生事業）実施同意書（別記様式第４） 
⑤規約 
※申請団体区分Ａに該当する市町村は①、②を提出するものとする。 
※申請団体区分Ｂに該当する団体は①、②のほか、③、④を併せて提出するものとする。 
ただし、広域連合等地方自治法に基づく団体は⑤を提出することによって③、④を省略でき
るものとする。 
 

６．連絡先 

〒・住所 
担当部課名 
担当者職・氏名 
電話 
ＦＡＸ 
Ｅ－ｍａｉｌ 

  



（別記様式第２） 

地域再生マネージャー事業（ふるさと再生事業）実施計画書 

 

事業名  

団体名  

（１）地域の特色、課題及び申請に至った背景 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地方創生を踏まえた本事業の位置づけ・目的、地域再生の方向性 

 

 

 

 

 

 

（３）活用予定の外部専門家について（経歴、活動実績等） 

 

 

 

 

 

 

（４）地域の現状把握と展望、これを踏まえた事業の特徴 

   ①持続可能性 

 

 

 

 

   ②ビジネス創出 

 

 

 

 

 



（５）本事業（令和５年度地域再生マネージャー事業（ふるさと再生事業））の内容 

項目 具体的内容 

①  

 

 

②  

 

 

③  

 

 

④  

 

 

⑤  

 

 

⑥  

 

 

 

 

（６）次年度以降の取組内容 

実施年度 取組内容 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

 



（７）外部専門家の役割 

項目 外部専門家の役割・取組内容 外部専門家名 

①   

②   

③   

④   

⑤   

⑥   

 

（８）成果目標（具体的に記載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（９）申請団体の庁内体制、行政全体の中での位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

（１０）民間団体、他市町村等との連携体制 

 

 

 

 

 

 

 

（１１）将来的な実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

（１２）事業実施体制図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（１３）事業実施スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１４）その他、補足事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（１５）事業収支計画 

 

項目 申請額（千円） 備 考（計算根拠など） 

収入 

助成金   

申請団体負担額   

その他   

   

   

収入合計   

支出 

委託料  【委託料の内訳】 

   ・人件費   千円（＠  × 日） 

   ・旅費    千円 

   ・ 

   ・ 

   ・ 

その他   

   

支出合計  （うち外部専門家の人件費・旅費計      千円） 

 

［参考：外部専門家の活動予定日数］ 

（専門家が複数の場合は、専門家ごとに記載。必要に応じて行を追加してください） 

 

 外部専門家名：        活動予定日数：   日（うち現地での活動予定日数：   日） 

 

（その他自由記入欄） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



（別記様式第３） 

   第         号  

令和  年  月  日 

 

一般財団法人地域総合整備財団＜ふるさと財団＞ 

理事長         様 

 

 

                          地方公共団体名 

地方公共団体の長名           印 

 

 

令和５年度 地域再生マネージャー事業（ふるさと再生事業）代表申請書 

 

地域再生マネージャー事業（ふるさと再生事業）について、下記の市町村と共同で実施することとい

たしますので、この旨申請いたします。 

 

記 

 

 

  

１． 事業名                             

 

 

 

２． 共同取組市町村名                                          

   ※共同で取り組む市町村名を全て記入すること 

 

 

 

 

３．連絡先 

〒・住所 

担当部課名 

担当者職・氏名 

電話 

ＦＡＸ 

Ｅ－ｍａｉｌ 

  



（別記様式第４） 

   第         号  

令和  年  月  日 

 

 

一般財団法人地域総合整備財団＜ふるさと財団＞ 

理事長          様 

 

 

                             地方公共団体名 

地方公共団体の長名           印 

 

 

令和５年度 地域再生マネージャー事業（ふるさと再生事業）実施同意書 

 

地域再生マネージャー事業（ふるさと再生事業）について、下記のとおり代表市町村から提出のあっ

た事業申請書の内容に沿って、本事業を実施することに同意します。 

 

記 

 

 

 

１． 事業名                             

 

 

２． 事業実施市町村名 

代表市町村名                         

 

共同取組市町村名                            

    ※共同で取り組む市町村名を全て記入すること 

 

３．連絡先 

〒・住所 

担当部課名 

担当者職・氏名 

電話 

ＦＡＸ 

Ｅ－ｍａｉｌ 

  



（別記様式第５） 

第         号  

令和  年  月  日  

 一般財団法人地域総合整備財団 

 理事長           様 

  

                                                    団体名 

団体長名             印   

 

地域再生マネージャー事業（ふるさと再生事業）中間報告書 

 

  令和  年  月  日付地総財発第   号により交付決定を受けた地域再生マネージャ

ー事業（ふるさと再生事業）について、下記のとおり、令和５年度地域再生マネージャー事業

（ふるさと再生事業）実施要綱第１０条の規定に基づき報告します。 

 

記 

 

１．事業名                                     

 

２．交付決定金額                               千円 

 

３．添付資料   その他事業の内容を説明する補足資料（様式自由） 

 

４．連絡先 

〒・住所 

担当部課名 

担当者職・氏名 

電話 

ＦＡＸ 

Ｅ－ｍａｉｌ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



事業名  

地方公共団体名  

１．中間報告までの活動状況 

① 

活動期間：  月  日～  月  日 活動時間：  日間（or 時間） 

概要 

① 主な活動内容：  

② 参加者：  

③ 主な実施場所：  

活動期間：  月  日～  月  日 活動時間：  日間（or 時間） 

概要 

① 主な活動内容：  

② 参加者：  

③ 主な実施場所：  

 

② 

活動期間：  月  日～  月  日 活動時間：  日間（or 時間） 

概要 

① 主な活動内容：  

② 参加者：  

③ 主な実施場所：  

活動期間：  月  日～  月  日 活動時間：  日間（or 時間） 

概要 

① 主な活動内容：  

② 参加者：  

③ 主な実施場所：  

 

 

 

 

 

 

 

 



２．事業計画からの変更点 

（１）事業項目・内容の変更（有・無） 

変更した点（変更前→変更後） 変更の経緯・理由 

  

  

  

  

 

（２）成果目標の変更（有・無） 

変更した点（変更前→変更後） 変更の経緯・理由 

  

  

  

  

 

３．事業実施体制と役割分担 

（１）事業実施体制図 

 

 

 

 

 

 

 

（２）役割分担 

＜事業実施主体の役割＞ 

 

 

 

 

 

 

 

＜申請団体の役割＞ 

 

 

 

 

 

 



＜外部専門家の役割＞ 

 

 

 

 

 

 

 

４．現時点での成果及び課題（活動・成果・進捗状況を示す写真等） 

 

 

 

 

 

 

 

５．地方創生における本事業の位置づけ（申請時と変更がある場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．今後の取組方針 

（１）事業スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（２）取組方針及び留意点 

 

 

 

 

（３）事業収支 

項目 申請額（千円） 執行済額（千円） 備 考（計算根拠など） 

収入 

助成金    

地方公共団体負担額    

その他    

    

    

収入合計    

支出 

委託料    

その他    

    

    

    

    

    

    

支出合計    

 

[参考：外部専門家の活動日数と今後の活動予定日数] 

（専門家が複数の場合は、専門家ごとに記載。必要に応じて行を追加してください） 

 

 外部専門家名：       これまでの活動日数：  日（うち現地での活動日数  ：  日） 

 

   今後の活動予定日数：  日（うち現地での活動予定日数：  日） 

 

 

（その他自由記入欄） 

 

 

７．その他 

 

 

 

 



（別記様式第６） 

令和５年度 地域再生マネージャー事業（ふるさと再生事業）実績報告書 

令和  年 月 日 

団体名  

事業名  

連絡先 

（問い合わせ先） 

担当部署  

担当者・報告者  

連絡先電話番号  

E-Mail  

 

＜取り組み概要＞ 

   

■○○△△◇◇××…… 

■○○△△◇◇××…… 

■○○△△◇◇××…… 

■○○△△◇◇××…… 

■○○△△◇◇××…… 

■○○△△◇◇××…… 

■○○△△◇◇××…… 

■○○△△◇◇××…… 

■○○△△◇◇××…… 

■○○△△◇◇××…… 

■○○△△◇◇××…… 

■○○△△◇◇××…… 

■○○△△◇◇××…… 

■○○△△◇◇××…… 

■○○△△◇◇××…… 

画像タイトル 画像タイトル 画像タイトル 

図・写真 図・写真 図・写真 

(1) 事業の背景と目的 

①事業の背景 

 

 

②事業の目的 

 

 

(2) 事業実施内容 

①○○△△◇◇×× 

 

②○○△△◇◇×× 

 

③○○△△◇◇×× 

 

 

事業開始時点 
外部人材 

による支援 

事業終了時点 

（成果） 



④○○△△◇◇×× 

 

⑤○○△△◇◇×× 

 

 

(3) 事業実施体制 

①事業実施体制の概要 

 

 

②外部専門家の役割 

 

 

(4) 事業実施スケジュール 

月 取り組み実施内容 

４月 
○日 

○-△日 

○○協議会キックオフ 

地元ワークショップ（地域資源探し） 

５月   

６月   

７月   

８月   

９月   

10月   

11月   

12月   

 1月   

 2月   



(5) 主な成果 

① ○○△△◇◇×× 

 

 

② ○○△△◇◇×× 

 

 

③ ○○△△◇◇×× 

 

 

④ ○○△△◇◇×× 

 

 

⑤ ○○△△◇◇×× 

 

 

 

(6) 持続的発展へ向けた課題、今後の取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(7) 本事業における活動状況 

活動項目・テーマ： 

期間：●月●日～●月●日 場所：●● 時間：●日間（or時間） 

概要（検討内容、参加者、決定事項等） 

① 内 容： 

② 期 間： 

③ 参 加 者： 

④ 実施内容： 

 

 

活動項目・テーマ： 

期間：●月●日～●月●日 場所：●● 時間：●日間（or時間） 

概要（検討内容、参加者、決定事項等） 

① 内 容： 

② 期 間： 

③ 参 加 者： 

④ 実施内容： 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(8) 事業収支 

項目 申請額（千円） 実績額（千円） 備 考（計算根拠など） 

収入 

助成金    

申請団体負担額    

    

    

    

収入合計    

支出 

委託料    

その他    

    

    

    

    

支出合計    

[参考：外部専門家の総活動日数] 

（専門家が複数の場合は、専門家ごとに記載。必要に応じて行を追加してください） 

 

 外部専門家名：       総活動日数：  日（うち現地での活動日数：   日） 

 

 

 

 

 

 

(9) その他、補足資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



（別記様式第７） 

第         号  

令和  年  月  日  

 一般財団法人地域総合整備財団 

 理事長           様 

 

                                                  団体名 

団体長名               印   

 

地域再生マネージャー事業（ふるさと再生事業）助成金交付請求書 

 

 令和  年  月  日付地総財発第   号により交付決定を受けた地域再生マネージャー

事業（ふるさと再生事業）について、助成対象事業が完了しましたので、下記金額を交付されま

すよう令和５年度地域再生マネージャー事業（ふるさと再生事業）実施要綱第１１条の規定に基

づき請求します。 

 

記 

 

１．事業名                                     

２．請求額                                  千円 

３．事業実施期間                                  

４．添付資料   地域再生マネージャー事業(ふるさと再生事業）実績報告書（別記様式第６）

の写し 

         助成対象経費に係る証票の写し 

         その他事業の内容を説明する補足資料（様式自由） 

５．助成金振込口座 

金 融 機 関 名  

支 店 名  

預 金 種 別  

口 座 番 号  

( フ リ ガ ナ ) 

口 座 名 義 

 

 
    

６．連絡先 

〒・住所 

担当部課名 

担当者職・氏名 

電話 

ＦＡＸ 

Ｅ－ｍａｉｌ 



（別記様式第８） 

第         号  

 令和  年  月  日  

 一般財団法人地域総合整備財団 

 理事長           様 

 

                                                団体名               

団体長名              印  

 

地域再生マネージャー事業（ふるさと再生事業）変更申請書 

 

  令和  年  月  日付地総財発第  号により交付決定を受けた地域再生マネージャ

ー事業（ふるさと再生事業）について、下記のとおり変更したく、令和５年度地域再生マネー

ジャー事業（ふるさと再生事業）実施要綱第１３条の規定に基づき申請します。 

 

記 

 

１．事業名                                     

２．事業の変更点と理由（変更前と変更後が明確にわかるようにすること） 

（１）事業の変更点 

 

 

 

 

 

（２）変更理由 

 

 

 

 

 

 

３．連絡先 

〒・住所 

担当部課名 

担当者職・氏名 

電話 

ＦＡＸ 

Ｅ－ｍａｉｌ 

 


